
2022/05/16 17:25:42 / 21826406_株式会社日本取引所グループ_招集通知：Web開示

表紙

上記の事項は、法令及び定款の規定に基づき、当社ウェブサイトに掲載することによ
り、株主の皆様に提供したものとみなされる情報です。
なお、これらの事項は、監査委員会又は会計監査人が監査報告を作成する際に行った監
査の対象に含まれています。
＜当社ウェブサイト＞https://www.jpx.co.jp/corporate/investor-relations/

第21回定時株主総会招集ご通知に際しての
イ ン タ ー ネ ッ ト 開 示 事 項

事業報告
新株予約権等に関する事項
業務の適正を確保するための
体制等の整備に関する事項
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新株予約権等に関する事項

新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。
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業務の適正を確保するための体制の整備に関する事項

業務の適正を確保するための体制等の整備に関する事項

Ⅰ．業務の適正を確保するための体制についての決定事項の概要
　執行役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務の適正を確保するための体制につい
ての決定内容の概要は、以下のとおりであります。

1. 当社の監査委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する事項
　　監査委員会の職務を補助する社員に関する事項を定めるために、社内規則として、次の内容を含む「監査委員会の職務を補

助する社員に関する規則」を制定し、適切に運用することとする。
(1) 監査委員会室に所属する社員は、監査委員会の職務を補助するものとし、監査委員会の指揮命令に服する。
(2) 監査委員会室に所属する社員は、室長1名を含む4名以上とする。

2. 当社の監査委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人の当社の執行役からの独立性に関する事項
　　監査委員会室に所属する社員の独立性を確保するために、社内規則として、次の内容を含む「監査委員会の職務を補助する

社員に関する規則」を制定し、適切に運用することとする。
(1) 監査委員会室に所属する社員の採用、異動、人事考課、給与及び懲戒については、あらかじめ、監査委員会（監査委員会

が特定の監査委員を指名した場合には、当該監査委員）の同意を得るものとする。
(2) 執行役及び社員は、監査委員会室に所属する社員の業務遂行に対して不当な制約を行うことにより、その独立性を阻害す

ることのないよう留意するものとする。

3. 当社の監査委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に対する監査委員会の指示の実効性の確保に関する事項
　　監査委員会の監査委員会室に所属する社員に対する指示の実効性を確保するために、社内規則として、次の内容を含む「監

査委員会の職務を補助する社員に関する規則」を制定し、適切に運用することとする。
(1) 監査委員会室に所属する社員は、監査委員会の職務を補助するものとし、監査委員会の指揮命令に服する。
(2) 監査委員会室長は監査委員会の職務を補佐し、監査委員会監査の円滑な遂行のために監査委員会室に所属する他の社員を

指揮して所管業務を統括する。

4. 次に掲げる体制その他の当社の監査委員会への報告に関する体制
(1) 当社の取締役（監査委員である取締役を除く。）、執行役及び使用人が当社の監査委員会に報告をするための体制その他

の監査委員会への報告に関する体制
監査委員会に対する報告体制を整備するために、社内規則として、次の内容を含む「監査委員会への報告等に関する規

則」を制定し、適切に運用することとする。
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　ａ. 取締役（監査委員である取締役を除く。）、執行役及び社員は、監査委員会又は監査委員会が指名した監査委員からそ
の職務の執行に関する事項について報告を求められたときは、速やかに適切な報告を行うものとする。

　ｂ. 執行役及び社員は、当社、当社の子会社又は関連会社の業務又は財務の状況に重大な影響を及ぼすおそれのある事項を
発見したときは、その内容について直ちに監査委員会又は監査委員会が指名した監査委員に報告しなければならない。

(2) 当社の子会社の取締役、監査役、執行役その他これらの者に相当する者及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者
（以下この号において「子会社取締役等」という。）が当社の監査委員会に報告をするための体制

　　　監査委員会に対する報告体制を整備するために、社内規則として、次の内容を含む「監査委員会への報告等に関する規
則」を制定し、適切に運用することとする。

　ａ. 子会社取締役等又は当社の執行役及び社員は、監査委員会又は監査委員会が指名した監査委員から子会社に関する事項
について報告を求められたときは、速やかに適切な報告を行うものとする。

　ｂ. 子会社取締役等又は当社の執行役及び社員は、子会社の業務又は財務の状況に重大な影響を及ぼすおそれのある事項を
発見したときは、その内容について直ちに監査委員会又は監査委員会が指名した監査委員に報告しなければならない。

5. 前4.の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制
　　監査委員会に報告した者が当該報告したことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保する体制を整備するために、

社内規則として、次の内容を含む「監査委員会への報告等に関する規則」を制定し、適切に運用することとする。
(1) 監査委員会又は監査委員会が指名した監査委員に報告した者は、当社並びに執行役及び社員等から、当該報告をしたこと

を理由としたいかなる不利益も受けないものとする。
(2) 当社並びに執行役及び社員等は、監査委員会又は監査委員会が指名した監査委員に報告した者に対して、当該報告をした

ことを理由としたいかなる不利益も加えてはならない。

6. 当社の監査委員の職務の執行（監査委員会の職務の執行に関するものに限る。）について生ずる費用の前払又は償還の手続そ
の他の当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

　　監査委員の職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関して、社内規則として、次の内容を含む「監査委
員会への報告等に関する規則」を制定し、適切に運用することとする。
(1) 執行役及び社員は、監査委員又は監査委員会が監査の実施のために弁護士、公認会計士その他の社外の専門家に対して助

言を求める又は調査、鑑定その他の事務を委託するなど所要の費用を請求するときは、当該請求に係る費用が監査委員又は
監査委員会の職務の執行に必要でないと認められる場合を除き、これを拒むことができない。

(2) 前号の規定は、着手金等の前払、及び事後的に発生した費用等の償還その他の監査委員会の職務の執行に係る費用につい
ても同様とする。

7. その他当社の監査委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　　監査委員会による監査の実効性を確保するために、社内規則として、次の事項を含む「監査委員会への報告等に関する規

則」を制定し、適切に運用することとする。
(1) 代表執行役は、監査委員会又は監査委員会が指名した監査委員と定期的に会合を持ち、経営方針、当社が対処すべき課

題、当社を取り巻く重大なリスク、監査委員会監査の環境整備、監査上の重要課題等について意見交換を行う。
(2) 執行役及び社員は、監査委員会が指名した監査委員が、執行役会その他の重要な会議に出席して意見を述べ、又は説明を

求めた場合には、誠実かつ適切に対応するものとする。
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8. 当社の執行役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
　　社内規則において定められた職務分掌及び権限に基づいて業務運営を行う体制とし、職務の執行が法令及び定款に適合する

ことを確保する。
　　コンプライアンス・プログラムを導入し、次の施策を実施する。

(1) 役員及び社員が企業倫理の観点から準拠すべき普遍的価値観を示した「企業行動憲章」や社員の具体的な行動規範を示し
た行動規範をはじめ、コンプライアンスに関連した社内規則（情報管理に係るものを含む。）の制定及び遵守

(2) コンプライアンスに係る社内体制として、コンプライアンス責任者（CEO）、コンプライアンス担当役員（総務担当執行
役）及びコンプライアンス関連業務事務局（総務部内）を設置

(3) 公益通報制度として、コンプライアンス・ホットラインを設置し運用
(4) 継続的な周知・教育活動として、コンプライアンス担当者との連絡会議の開催やイントラネットを利用したコンプライア

ンス関連の情報配信、ｅ-ラーニングによる研修の実施

　　反社会的勢力の排除に向けて、「企業行動憲章」に基づき、次のとおり毅然たる対応を行う。
(1) 市民社会の秩序や安全を脅かす反社会的勢力には断固とした姿勢で臨み、一切の関係遮断に努める。
(2) 反社会的勢力による市場への介入を防止し、健全で公正な市場の構築に努める。

　　CEO及びCOO直轄の内部監査室を設置して内部監査を実施する。

9. 当社の執行役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　　社内規則において明確化された情報セキュリティ対策基準において、執行役会議事録をはじめとした執行役の職務の執行に

係る文書の保管等の取扱いについて規定し、適切に運用する。

10. 当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　　社内規則において明確化された職務分掌及び権限に基づいて業務運営を行う体制とし、取締役、執行役及び社員それぞれが

自己の職務分掌及び権限に応じ、責任を持ってリスク管理を行うとの認識の下で業務を行うことを基本とする。

　　当社及びその子会社からなる企業集団（以下「当社グループ各社」という。）のリスクに関して、未然防止の観点からリス
ク事象の認識と適切な対応策の整備、運用を行うとともに、定期的にその状況が報告される体制を整備するため、次のとおり
社外取締役を委員長とするリスクポリシー委員会及びCEOを委員長とするリスク管理委員会を設置するとともに、「リスク管
理方針」を制定し、適切に運用することとする。

　　リスクポリシー委員会は、「リスク管理方針」に定める包括的リスク管理フレームワークに基づく当社グループ各社におけ
る重要リスク管理に係る諸事項を協議し、取締役会に提言及び報告を行うものとする。

　　リスク管理委員会は、当社グループ各社における日々のリスク管理状況及びリスクが顕在化した場合又はそのおそれが生じ
た場合の状況の総括的な把握、事態の早期解決のための対応等を協議し、取締役会に報告を行うものとする。

　　特に、市場利用者が安心して取引できる機会を安定的に提供することが市場開設者としての当社グループ各社の責務の根幹
であることを強く認識し、システムの安定的稼動に係るリスクについては、その開発及び運用体制において、開発手法の標準
化や十分な稼動確認テストの実施、詳細な運用マニュアルの整備とその遵守、更には専門部署の設置による開発及び運用業務
に係る品質管理の徹底など、必要十分な対応を図る。
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　　そのうえで、万一の天災地変やテロ行為等により市場開設に係る業務の継続が困難となる状況については、「事業継続基本
計画書」を策定し、関係者に対する影響を最小化し、一刻も早い業務の再開を行うために必要な体制、手順等をあらかじめ定
めておくことにより、適切な対応を図る。

　　また、市場開設者である当社グループ各社にとっての自主規制機能の重要性及び社会一般からの当社グループ各社の自主規
制機能に対する期待の大きさに鑑み、自主規制機能の適切な発揮に係るリスク（自主規制業務の遂行が不適切であった場合の
レピュテーションリスクをはじめとした各種リスクをいう。）については、自主規制業務の独立性確保のための組織上の措置
をはじめ、公正性確保のための施策を講じるとともに、積極的に経営資源を投入のうえ、詳細な業務マニュアルの整備とその
遵守、教育研修の充実等による自主規制業務の質的向上を追求することにより、万全の対応を図る。

11. 当社の執行役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　　社内規則において明確化された職務分掌及び権限に基づいて業務運営を行う体制とし、分業体制による業務の専門化・高度

化を図る。また、そうした体制の中で、重要度に応じて職務権限を委任できることとし意思決定手続の機動性向上を図る。
　　経営層からのトップダウンと事業部門等からのボトムアップを適切に組み合わせながら中期経営計画及び年度予算を策定す

るとともに、適切な進捗管理等を実施することを通じて職務執行の効率化を図る。

12. 当社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
(1) 当社の子会社の取締役、執行役その他これらの者に相当する者（以下「子会社の取締役等」という。）の職務の執行に係

る事項の当社への報告に関する体制
　　　子会社に対し、経営管理契約に基づく経営管理を行い又は「関係会社管理規則」に基づく各種報告を求める。

(2) 当社の子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　　　子会社に対し、経営管理契約に基づく経営管理を行い又は「関係会社管理規則」に基づきリスク管理状況に係る報告を

求めるとともに必要に応じて助言等を行う。

(3) 当社の子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　　　子会社に対し、経営管理契約又は「関係会社管理規則」に基づき、各社の位置付けや規模に応じた適切な子会社管理及

び支援等を行うことにより、当社グループ各社における職務執行の効率化を図る。

(4) 当社の子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
　　　子会社に対し、継続的な周知・教育活動として、当社グループ各社のコンプライアンス担当者との連絡会議の開催やコ

ンプライアンス関連の情報配信を行う。
　　　子会社に対し、経営管理契約に基づく経営管理を行い又は「関係会社管理規則」に基づき公益通報制度としてコンプラ

イアンス・ホットラインの導入を求めるとともに必要に応じて助言等を行う。
　　　子会社に対し、経営管理契約又は「関係会社管理規則」に基づき、当社の内部監査室が内部監査を実施し又は子会社自

らが内部監査を実施した内容につき報告を求めるとともに必要に応じて助言等を行う。

(5) その他当社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
　　　当社グループ各社の役員及び社員が企業倫理の観点から準拠すべき普遍的価値観を示した「企業行動憲章」を制定す

る。
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Ⅱ．業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
当社では、前記「業務の適正を確保するための体制」の整備とその適切な運用に努めており、CEO及びCOO直轄の内部監査室

において、執行部門から独立した立場から、当該基本方針に定める体制（監査委員会の監査が実効的に行われることを確保する体
制を除く。）が適切に整備・運用されているかを確認・評価（モニタリング）しております。当連結会計年度において実施しまし
た主な取組みの概要は以下のとおりです。

1. コンプライアンス体制の運用状況
(1) 公益通報制度であるコンプライアンス・ホットラインを継続的に運用し、通報に対する適切な対応及び報告を行ったほか、

役員及び社員が企業倫理の観点から準拠すべき普遍的価値を示した「企業行動憲章」や社員の具体的な行動規範を示した行動
規範をはじめ、コンプライアンスに関連した社内規則等の遵守に関する意識の向上及び周知徹底のため、関連資料のイントラ
ネットへの掲載のほか、役員及び社員に対するコンプライアンス関連の情報配信やｅ-ラーニングによる研修等を実施しまし
た。

(2) 反社会的勢力による当社グループ各社への介入を防止し、健全で公正な市場を構築するための取組みの一環として、警察庁
及び警視庁との間で組織している「取引所市場における反社会的勢力排除対策連絡協議会」を2021年12月に開催し、最近の
動向等について詳細な情報の共有と活発な意見交換を行いました。

2. 情報保存管理体制の運用状況
(1) 情報セキュリティ対策基準をはじめとした関連規則に則り、執行役会議事録など執行役の職務の執行状況に係る文書を適

時・適切に作成し、また重要文書については、社内及び外部委託先において適切に保管しております。
(2) 情報漏えいや外部からの不正なアクセス等を防止するための取組みとして、関連規則の整備や事務手続等の策定のほか、シ

ステム上のセキュリティ対策等を継続的に行いました。また、役員及び社員に対する情報管理の重要性を周知徹底するため、
ｅ-ラーニングによる研修や不審メールを受け取った際の対応訓練を実施しました。

3. 損失危険管理体制の運用状況
(1) 各部門において、「リスク管理方針」に従い、未然防止の観点からリスク事象の認識と適切な対応策の整備、運用を継続的

に行いました。その整備・運用状況やグループ横断的なリスクの分析結果等については、CEOを委員長とするリスク管理委員
会において、四半期毎に協議を行いました。また、より未然予防的なリスク管理の枠組みとして構築した、「包括的リスク管
理フレームワーク」の下でリスク管理を行うとともに、リスク管理におけるコーポレート・ガバナンスの強化を目的として、
社外取締役を中心としたリスクポリシー委員会を設置しております。当連結会計年度はリスクポリシー委員会を2回開催し、
当社グループとして2022年度に特に重点的に管理すべきリスク「重要リスク」等について協議を行いました。

(2) 万一の天災地変やテロ行為等により市場開設に係る業務の継続が困難となった場合、関係者に対する影響の最小化と、一刻
も早い業務の再開を行うため、「事業継続基本計画書」に従った対応を取ることとしておりますが、当連結会計年度において
は首都直下地震や南海トラフ地震等の広域災害時における業務継続性の強化のため、当社グループの東京拠点と大阪拠点を相
互にバックアップする態勢の整備を進めました。また、緊急時における対応手順の周知徹底を図るため、役員及び社員向けに
e-ラーニングによる研修を行ったほか、緊急事態を想定した訓練を行いました。

－ 6 －



2022/05/16 17:25:42 / 21826406_株式会社日本取引所グループ_招集通知：Web開示

業務の適正を確保するための体制の整備に関する事項

(3) 新型コロナウイルス感染症への対応につきましては、市場開設者としての責務を最大限果たすべく、感染症の影響により、
安定的な市場運営に影響が生じないよう、政府が示す「新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針」等に基づく感染症
拡大予防のための各種対応に加え、業務継続の確保に向けた以下の取組みを行っております。
・当社グループにおけるBCP（緊急時事業継続計画）に基づき、CEOを総括本部長とするBCP対策本部を設置
・部室別に業務特性の精査等を行い、出勤を必要としない業務については在宅勤務を実施・励行
・業務特性上、出勤を伴う社員については、フレックスタイム制度の活用によるオフピーク出勤を実施
・出勤が必要な社員については、複数のチームに分け、交代での在宅勤務を基本としたうえで、近隣バックアップオフィス等

を活用し、チーム毎に異なる拠点で業務を行う「業務遂行体制の複数チャネル化」を構築・推進　等

4. 効率的な職務執行体制の運用状況
(1) 各部門において、業務の内容に応じて適宜職務権限を委任し業務運営を行い、意思決定手続の機動性を確保しております。
(2) 第三次中期経営計画(2019年度－2021年度)の達成目標の実現に向けて、定期的に取締役会、執行役会等に業績・進捗状況を

報告し、経営環境の変化等を踏まえた事業計画の見直しを行うなど、適切な進捗管理を実施することを通じて、職務執行の効
率化を図りました。

5. グループ会社の管理体制の運用状況
(1) 当社の子会社の管理につきましては、経営管理契約に基づく経営管理の実施又は「関係会社管理規則」に基づき、財務状況に

関する資料やリスク管理状況等の各種報告を受けております。財務状況や業務執行状況について、継続的なモニタリングを実
施し、必要に応じて助言等を行いました。

(2) 子会社に対して、当社の内部監査室が内部監査を実施し又は子会社自らが内部監査を実施した内容について報告を受けており
ます。当該監査結果において、重大な不備は検出されておりません。

6. 監査委員会の監査が実効的に行われることを確保する体制の運用状況
　当社は、取締役会、執行役会、リスク管理委員会その他の重要会議への出席や、重要会議資料、りん議書等の重要書類の閲
覧、内部監査室等との連携など、監査委員会の監査が実効的に行われることの確保に努めるとともに、「監査委員会への報告
等に関する規則」に基づき、職務執行に関する事項の各種報告の実施や監査費用の処理などについて、適切に行いました。
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連結持分変動計算書

連 結 持 分 変 動 計 算 書（2021年4月1日から2022年3月31日まで） (単位：百万円)
親 会 社 の 所 有 者 に 帰 属 す る 持 分

資 本 金 資 本 剰 余 金 自 己 株 式
そ の 他 の 資 本 の 構 成 要 素

その他の包括利益を通じて
測定する金融資産の公正価
値 の 純 変 動

確定給付制度の
再 測 定

2021年4月1日時点の残高 11,500 39,716 △1,825 992 －
当 期 利 益 － － － － －
その他の包括利益(税引後 ) － － － △5 633

当 期 包 括 利 益 合 計 － － － △5 633
自 己 株 式 の 取 得 － － △20,333 － －
自 己 株 式 の 消 却 － △19,999 19,999 － －
配 当 金 の 支 払 － － － － －
支配喪失を伴わない子会社に対
す る 所 有 者 持 分 の 変 動 － 32 － － －
利 益 剰 余 金 か ら
資 本 剰 余 金 へ の 振 替 － 19,100 － － －
その他の資本の構成要素から
利 益 剰 余 金 へ の 振 替 － － － △541 △633
そ の 他 － △5 245 － －

所有者との取引額合計 － △872 △87 △541 △633
20 2 2年3月31日時点の残高 11,500 38,844 △1,912 445 －

親 会 社 の 所 有 者 に 帰 属 す る 持 分
非 支 配 持 分 資 本 合 計その他の資本の

構 成 要 素 利 益 剰 余 金 合 計
合 計

2021年4月1日時点の残高 992 271,006 321,391 7,378 328,769
当 期 利 益 － 49,955 49,955 874 50,830
その他の包括利益(税引後 ) 627 － 627 － 627

当 期 包 括 利 益 合 計 627 49,955 50,583 874 51,457
自 己 株 式 の 取 得 － － △20,333 － △20,333
自 己 株 式 の 消 却 － － － － －
配 当 金 の 支 払 － △36,269 △36,269 － △36,269
支配喪失を伴わない子会社に対
す る 所 有 者 持 分 の 変 動 － 8 41 △53 △12
利 益 剰 余 金 か ら
資 本 剰 余 金 へ の 振 替 － △19,100 － － －
その他の資本の構成要素から
利 益 剰 余 金 へ の 振 替 △1,175 1,175 － － －
そ の 他 － － 239 － 239

所有者との取引額合計 △1,175 △54,186 △56,321 △53 △56,375
20 2 2年3月31日時点の残高 445 266,776 315,653 8,198 323,852
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連結計算書類の注記
Ⅰ．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記

1. 連結計算書類の作成基準
　当社及びその子会社（以下、「当社グループ」という。）の連結計算書類は、会社計算規則第120条第1項の規定によ
り、国際会計基準（以下、「IFRS」という。）に準拠して作成しております。なお、連結計算書類は同項後段の規定に
より、IFRSで求められる開示項目の一部を省略しております。
2. 連結の範囲に関する事項

連結子会社の数　7社
連結子会社名：㈱東京証券取引所、㈱大阪取引所、㈱東京商品取引所、㈱JPX総研、日本取引所自主規制法人、㈱日本

証券クリアリング機構、㈱東証システムサービス
　このうち、㈱JPX総研については、当連結会計年度において新たに設立したことにより、連結の範囲に含めることとし
ております。
3. 持分法の適用に関する事項

持分法適用の関連会社数　3社
会社名：㈱証券保管振替機構、㈱ＩＣＪ、㈱東証コンピュータシステム

4. 会計方針に関する事項
(1) 金融資産の評価基準及び評価方法

①金融資産
(ⅰ) 当初認識及び測定

　当社グループは、金融商品の契約条項の当事者となったときに、金融資産を認識します。
　当社グループは、当初認識時の事実関係及び状況において、次の条件がともに満たされる場合には、償却原
価で測定される金融資産に分類し、それ以外の場合には純損益を通じて公正価値で測定される金融資産へ分類
しております。
・契約上のキャッシュ・フローを回収するために資産を保有することを目的とする事業モデルに基づいて、資

産が保有されている。
・金融資産の契約条件により、元本及び元本残高に対する利息の支払いのみであるキャッシュ・フローが特定

の日に生じる。
　また、当社グループは当初認識時に、資本性金融商品への投資における公正価値の変動をその他の包括利益
として認識するという取消不能の指定を行う場合があります。
　すべての金融資産は、純損益を通じて公正価値で測定される金融資産に分類される場合を除き、公正価値に
直接帰属する取引費用を加算した金額で当初測定しております。
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(ⅱ) 事後測定
　金融資産の当初認識後は、その分類に応じて以下のとおり測定しております。
⒜　償却原価で測定される金融資産

　実効金利法により測定しております。
⒝　純損益を通じて公正価値で測定される金融資産

　公正価値で測定しており、その変動額を純損益として認識しております。
⒞　その他の包括利益を通じて公正価値で測定される金融資産

　公正価値で測定しており、その変動額をその他の包括利益として認識しております。当該金融資産の認識
を中止した場合、あるいは公正価値が著しく下落した場合にはその他の包括利益から直接利益剰余金に振り
替えており、純損益として認識しておりません。
　ただし、当該金融資産からの受取配当金については純損益として認識しております。

(ⅲ) 認識の中止
　金融資産からのキャッシュ・フローに対する契約上の権利が消滅した場合、又は、当該金融資産の所有に
係るリスク及び便益を実質的にすべて移転する取引において、金融資産から生じるキャッシュ・フローを受
け取る契約上の権利を移転する場合に、当該金融資産の認識を中止しております。

②償却原価で測定される金融資産の減損
　償却原価により測定される金融資産については、予想信用損失に対する貸倒引当金を認識しております。予想信
用損失は、過去の貸倒実績や将来の回収可能価額等を基に算定しております。
　営業債権については、常に全期間の予想信用損失と等しい金額を貸倒引当金として認識しております。営業債権
以外の金融資産については、原則として12ヶ月の予想信用損失と等しい金額を貸倒引当金として認識しております
が、当初認識以降に信用リスクが著しく増大している場合には、全期間の予想信用損失と等しい金額を貸倒引当金
として認識しております。
　信用リスクが著しく増大しているか否かは、債務不履行が発生するリスクの変化に基づいて判断しており、その
判断にあたっては、期日経過情報、債務者の財政状態の悪化等を考慮しております。
　金融資産の全部又は一部について回収が極めて困難であると判断された場合には債務不履行と判断し、信用減損
金融資産として扱っております。また、金融資産の全部又は一部を回収できないと合理的に判断される場合には、
金融資産の帳簿価額を直接償却しております。
　信用減損が発生していない営業債権については、多数の同質的な取引先より構成されているため一括してグルー
ピングしたうえで、集合的に予想信用損失を測定しております。
　金融資産に係る貸倒引当金の繰入額は損益で認識しております。貸倒引当金を減額する事象が生じた場合は、貸
倒引当金戻入額を損益で認識しております。

③清算引受資産及び清算引受負債
　㈱日本証券クリアリング機構は清算機関として、市場参加者が行った取引の債務を負担し、取引の当事者となる
ことによって、清算対象に係る債権・債務を清算引受資産及び清算引受負債（以下、「清算引受資産・負債」とい
う。）として計上し、決済の履行を保証しております。
　金融商品取引所等における現物取引及び店頭市場における国債の売買取引については、決済日基準により清算引
受資産・負債を当初認識すると同時に認識の中止を行っております。
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　先物取引については、取引日に清算引受資産・負債として当初認識を行い、その後は公正価値で測定し、その評
価差額を損益として認識しております。さらに、同社は清算参加者との間において、当該損益を日々差金として受
払いしていることから、その受払いをもって清算引受資産・負債の認識の中止を行っております。
　オプション取引については取引日に、店頭市場における金利スワップ取引及びクレジット・デフォルト・スワッ
プ取引については債務負担を実施した日において、それぞれ当初認識を行い、その後は公正価値で測定し、その評
価差額を損益として認識しております。
　国債店頭取引のうち現先取引及び現金担保付債券貸借取引については、取引開始日において当初認識を行い、そ
の後は公正価値で測定しております。
　認識した清算引受資産・負債については、金額を相殺する強制可能な法的権利を現在有しており、かつ純額で決
済するか又は資産を実現すると同時に負債を決済する意図を有している場合には相殺し、純額で連結財政状態計算
書に計上しております。
　また、清算引受資産・負債は、同額で認識されるため、公正価値の変動から発生する損益も同額となります。そ
のため、当該損益は消去され、連結損益計算書には計上されません。

(2) 資産の減価償却及び償却の方法
①有形固定資産

　各資産の減価償却費は、それぞれの見積耐用年数にわたり、定額法で計上しております。主要な資産項目ごとの
見積耐用年数は以下のとおりです。
・建物 2－50年
・情報システム設備 5年

②無形資産
　各資産の償却費は、それぞれの見積耐用年数にわたり、定額法で計上しております。主要な資産項目であるソフ
トウエアの見積耐用年数は5年です。
　なお、見積耐用年数、残存価額及び償却方法は、各連結会計年度末には見直しを行い、変更があった場合は、会
計上の見積りの変更として将来に向かって適用しております。開発中のソフトウエアについて開発計画に変更が生
じた場合は、連結計算書類に重要な影響を与える可能性があります。

③使用権資産
　借手としてのリース取引について、リース開始日に、使用権資産を取得原価で、リース負債を未払リース料総額
の現在価値として測定しております。
　使用権資産は、見積耐用年数とリース期間のいずれか短い年数にわたって、定額法で減価償却を行っておりま
す。リース料は、金融費用とリース負債の返済額に配分して認識しております。
　短期リース（リース期間12ヶ月以内）及び原資産が少額のリースに係るリース料は、リース料総額をリース期間
にわたって、定額法により認識しております。
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(3) 従業員退職後給付の会計処理
　当社及び当社の一部の子会社は、確定給付型の制度として規約型の確定給付企業年金制度及び退職一時金制度、並
びに確定拠出年金制度を導入しております。
①確定給付制度

　確定給付制度債務の現在価値及び関連する当期勤務費用並びに過去勤務費用を、予測単位積増方式を使用して制
度ごとに個別に算定しております。割引率は、各制度における給付支払見込日までの期間に応じた連結会計年度末
日時点の優良社債の市場利回りに基づき算定しております。
　確定給付負債（資産）は、確定給付制度債務の現在価値から、制度資産の公正価値（必要な場合には、確定給付
資産の上限、最低積立要件への調整を含む。）を控除して算定しております。また、確定給付負債（資産）の純額
に係る利息純額は、営業費用として認識しております。
　確定給付制度の再測定は、発生した期においてその他の包括利益として一括認識しており、直ちに利益剰余金に
振り替えております。また、過去勤務費用は、発生した期の純損益として認識しております。
　なお、確定給付制度の積立超過を他の制度の債務を決済するために使用できる法的権限を有している場合を除い
て、制度間の資産と負債は相殺しておりません。

②確定拠出年金制度
　退職給付に係る費用は、拠出した時点で費用として認識しております。

(4) 収益の計上基準
①　顧客との契約から生じる収益

　当社グループは、顧客との契約について、下記の５ステップアプローチに基づき、収益を認識しております。
　ステップ１：顧客との契約を識別する
　ステップ２：契約における履行義務を識別する
　ステップ３：取引価格を算定する
　ステップ４：取引価格を契約における履行義務に配分する
　ステップ５：履行義務の充足時に収益を認識する
　当社グループは、主として金融商品取引所事業を行っており、収益は主に役務の提供に該当する取引関連収益、
清算関連収益等から構成されております。顧客への役務提供時点において当社グループの履行義務が充足されると
判断しており、当該時点で収益を認識しております。

②　配当金
　支払いを受ける株主の権利が確定したときに認識しております。

(5) 外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準
　外貨建取引は、取引日における直物為替相場により当社の機能通貨である日本円に換算しております。
　各連結会計年度末日における外貨建貨幣性資産及び負債は、連結会計年度末日の為替レートで換算しており、換算
により生じる換算差額は、純損益として認識しております。ただし、その他の包括利益を通じて測定される金融資産
から生じる換算差額については、その他の包括利益として認識しております。

(6) 消費税等の会計処理
　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
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(1) 営業債権及びその他の債権 7百万円
(2) その他の金融資産 119百万円

2. 有形固定資産の減価償却累計額（減損損失累計額を含む。） 20,459百万円

従業員の金融機関からの住宅取得借入に対する債務保証 854百万円

①清算参加者預託金代用有価証券 3,767,957百万円
②信認金代用有価証券 679百万円
③取引参加者保証金代用有価証券 2,551百万円

(7) のれんに関する事項
　のれんの償却は行わず、各連結会計年度末日又は減損の兆候がある場合に減損テストを実施し、該当する場合は減
損損失を計上しております。なお、のれんの減損損失の戻入は行いません。

(8) 連結納税制度の適用及びグループ通算制度への移行
　当社及び一部の子会社は、当連結会計年度から連結納税制度を適用しております。また、翌連結会計年度から、連
結納税制度からグループ通算制度へ移行することとなります。

Ⅱ．連結財政状態計算書に関する注記
1. 資産から直接控除した貸倒引当金

3. 保証債務

4. 金融商品取引の安全性確保のための諸制度に基づく資産・負債
　清算参加者預託金は、清算参加者の決済不履行により㈱日本証券クリアリング機構が被る損失に備えるため、同社が
清算参加者に預託を求めている担保（清算基金等の清算預託金、取引証拠金、当初証拠金及び変動証拠金）です。
　信認金は、取引参加者の債務不履行により有価証券売買等の委託者等が被る損失に備えるため、㈱東京証券取引所、
㈱大阪取引所及び㈱東京商品取引所が取引参加者に預託を求めている担保です。
　取引参加者保証金は、取引参加者の債務不履行により㈱東京証券取引所、㈱大阪取引所及び㈱東京商品取引所が被る
損失に備えるため、取引参加者に預託を求めている担保です。
　各担保は、金銭又は代用有価証券（各社の規則で認められたものに限る。）で預託され、このうち金銭による預託に
ついては、連結財政状態計算書の資産・負債に両建てで計上しております。
　一方、代用有価証券で預託された担保については、連結財政状態計算書に計上しておりません。なお、各担保の代用
有価証券の公正価値は以下のとおりです。

　また、違約損失積立金は、清算業務に関して㈱日本証券クリアリング機構が被った損失を補填するための積立金で
す。
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1. 当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数 普通株式　528,578,441株

決議 株式の種類 配当金の総額
（百万円）

1株当たり
配当額（円） 基準日 効力発生日

2021年5月13日取締役会 普通株式 22,526 （注）42.00 2021年3月31日 2021年5月27日
2021年10月27日取締役会 普通株式 13,743 26.00 2021年9月30日 2021年12月1日

決議 株式の種類 配当金の総額
（百万円） 配当の原資 1株当たり

配当額（円） 基準日 効力発生日

2022年5月13日取締役会 普通株式 24,314 利益剰余金 （注）46.00 2022年3月31日 2022年5月27日

Ⅲ．連結持分変動計算書に関する注記

2. 配当に関する事項
(1) 配当金支払額

（注）１株当たり配当額には、特別配当10円が含まれております。

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの（予定）

（注）１株当たり配当額には、特別配当15円が含まれております。

Ⅳ．金融商品に関する注記
1. 金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、事業活動を行う過程において、金融商品から生じる各種財務上のリスク（信用リスク・流動性リ
スク等）に晒されておりますが、リスクを把握・分析し、適切な方法で統合的なリスク管理に取り組むことで、リス
クの回避又は低減に努めております。
　当社グループが認識している主要なリスクは、㈱日本証券クリアリング機構の清算業務から発生する信用リスク及
び流動性リスクです。
　同社は、市場参加者が行った取引の債務を負担することにより取得する債権である清算引受資産について、清算参
加者の信用リスクに晒されておりますが、当該リスクに対しては、清算参加者に対する資格制度や担保制度等の体制
を整備しています。また、同社は、清算参加者に決済不履行が生じた場合であっても、自ら資金不足をカバーし、決
済を完了する必要があることから、清算引受負債について流動性リスクに晒されておりますが、当該リスクに対して
は、資金決済銀行との間で流動性供給に関する契約を締結すること等により、十分な流動性を確保する体制を整備し
ています。

2. 金融商品の公正価値等に関する事項
　当社グループが保有する金融商品として、現金及び現金同等物、営業債権及びその他の債権、清算引受資産、清算
参加者預託金特定資産、信認金特定資産、違約損失積立金特定資産、その他の金融資産、営業債務及びその他の債
務、社債及び借入金、清算引受負債、清算参加者預託金、信認金、取引参加者保証金があります。これらの帳簿価額
は公正価値と一致又は近似しております。

3. 公正価値ヒエラルキー
　IFRS第13号「公正価値測定」は、公正価値の測定に利用するインプットの重要性を反映させた公正価値のヒエラル
キーを用いて、公正価値の測定を分類することを要求しております。
　公正価値の測定に用いられる公正価値の階層（公正価値ヒエラルキー）の定義は次のとおりです。
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レベル1： 同一の資産又は負債に関する活発な市場における無修正の相場価格
レベル2： 資産又は負債に関する直接又は間接に観察可能な、レベル１に含まれる相場価格以外のインプットを用

いて算定された公正価値
レベル3： 資産又は負債に関する観察可能でないインプットを用いて算定された公正価値

レベル１ レベル2 レベル3
清算引受資産 336,211 64,032,233 －
その他の金融資産 － － 2,353

合計 336,211 64,032,233 2,353
清算引受負債 336,211 64,032,233 －

合計 336,211 64,032,233 －

レベル１ レベル2 レベル3
その他の金融資産 116,064 1,999 －

合計 116,064 1,999 －
社債及び借入金（非流動） － 19,914 －

合計 － 19,914 －

　金融商品の公正価値ヒエラルキーのレベルは、公正価値の測定の重要なインプットのうち、最も低いレベルにより
決定されます。

　上記の定義に基づき、連結財政状態計算書において経常的に公正価値で測定されている金融資産及び金融負債の公
正価値ヒエラルキーは以下のとおりです。

（単位：百万円）

　連結財政状態計算書上、公正価値で測定されていない金融資産及び金融負債の公正価値及び公正価値ヒエラルキー
は以下のとおりです。

（単位：百万円）

　なお、連結財政状態計算書上、公正価値で測定されていない金融資産・金融負債のうち、下記の項目については、
いずれも短期であり、帳簿価額が公正価値の合理的な近似値となっているため、公正価値を開示しておりません。
　　現金及び現金同等物
　　営業債権及びその他の債権
　　清算参加者預託金特定資産
　　信認金特定資産
　　違約損失積立金特定資産
　　営業債務及びその他の債務
　　社債及び借入金（流動）
　　清算参加者預託金
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1. 1株当たり親会社所有者帰属持分 598円35銭
2. 基本的1株当たり当期利益 94円35銭

取引関連収益 53,196百万円
清算関連収益 27,945百万円
上場関連収益 15,736百万円
情報関連収益 27,175百万円
その他 11,378百万円

合計 135,432百万円

　　信認金
　　取引参加者保証金

4. 公正価値の測定方法
　金融資産及び金融負債の公正価値は、以下のとおりです。

(1) 清算引受資産・負債
　　以下の区分に従い、それぞれに掲げる方法によって公正価値を見積もっております。

　・先物取引、オプション取引及び店頭デリバティブ取引については、期末日における清算値段により見積もって
　　おります。
　・レポ取引については、取引決済日における受渡決済金額を割り引く方法により見積もっております。

(2) その他の金融資産
　　市場性のある有価証券については市場価格等を用いて公正価値を見積もっております。

(3) 社債及び借入金
　　満期までの期間が長期であるものは、当社グループの信用力を反映した割引率を用いて、将来キャッシュ・フ
　ローを割り引く方法等により公正価値を見積もっております。

Ⅴ．1株当たり情報に関する注記

（注）株式付与型ESOP信託口及び役員に対する株式報酬制度に係る信託口が保有する当社株式は、自己株式として処理し
ております。

Ⅵ．収益認識に関する注記
1. 収益の分解

　「営業収益」の内訳は以下のとおりです。

　取引関連収益は、現物の売買代金並びに金融デリバティブ及びコモディティ・デリバティブの取引高等に応じた
「取引料」、取引参加者の取引資格に応じた「基本料」、注文件数に応じた「アクセス料」、利用する売買システム
施設の種類に応じた「売買システム施設利用料」等から構成されます。
　清算関連収益は、株式会社日本証券クリアリング機構が行う金融商品債務引受業に関する清算手数料等から構成さ
れます。
　上場関連収益は、新規上場や上場会社の新株券発行の際に発行額に応じて受領する料金等から構成される「新規・
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前受収益 247百万円

追加上場料」及び時価総額に応じて上場会社から受領する料金等から構成される「年間上場料」により構成されま
す。
　情報関連収益は、情報ベンダー等への相場情報の提供に係る収益である相場情報料のほか、指数ビジネスに係る収
益及びコーポレートアクション情報等の各種情報の提供に係る収益から構成されます。
　取引関連収益及び清算関連収益は、主として約定日等に履行義務が充足されるためその時点で収益を認識しており
ます。上場関連収益は、その料金が属する期間等で収益を認識しております。情報関連収益は、主として相場情報の
配信等により履行義務が充足されるためその時点で収益を認識しております。また、顧客との契約における対価は、
重大な金融要素を含んでおりません。

2. 契約残高
　契約負債の残高は、次のとおりです。

3. 残存履行義務に配分した取引価格
　当社グループにおいて、当初の予想契約期間が１年を超える重要な取引を認識していないため、実務上の便法を適
用し、残存履行義務に関する情報は開示しておりません。
　また、顧客との契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれていない重要な金額はありません。
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株 主 資 本 等 変 動 計 算 書（2021年4月1日から2022年3月31日まで） (単位：百万円)
株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本
合 計資本準備金 そ の 他

資本剰余金
資本剰余金
合 計

その他利益剰余金 利益剰余金
合 計別途積立金 繰 越 利 益

剰 余 金
当 期 首 残 高 11,500 3,000 899 3,899 5,302 116,104 121,407 △1,825 134,981
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 － － － － － △36,269 △36,269 － △36,269
自己株式の取得 － － － － － － － △20,333 △20,333
自己株式の消却 － － △19,999 △19,999 － － － 19,999 －
利 益 剰 余 金
から資本剰余金へ
の 振 替

－ － 19,100 19,100 － △19,100 △19,100 － －

当 期 純 利 益 － － － － － 43,365 43,365 － 43,365
そ の 他 － － － － － － － 245 245
株主資本以外の項
目の当期変動額
( 純 額 )

－ － － － － － － － －

当期変動額合計 － － △899 △899 － △12,004 △12,004 △87 △12,991
当 期 末 残 高 11,500 3,000 － 3,000 5,302 104,100 109,402 △1,912 121,990

評価・換算差額
等 純 資 産 合 計そ の 他 有 価 証 券

評 価 差 額 金
評価・換算差額等
合 計

当 期 首 残 高 349 349 135,331
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 － － △36,269
自己株式の取得 － － △20,333
自己株式の消却 － － －
利 益 剰 余 金
から資本剰余金へ
の 振 替

－ － －

当 期 純 利 益 － － 43,365
そ の 他 － － 245
株主資本以外の項
目の当期変動額
( 純 額 )

△543 △543 △543

当 期変動額合計 △543 △543 △13,535
当 期 末 残 高 △194 △194 121,796
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市場価格のない株式等以外のもの： 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に
より算定）

市場価格のない株式等： 主として移動平均法による原価法

計算書類の注記
Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記

1. 資産の評価基準及び評価方法
有価証券
①満期保有目的の債券：償却原価法（定額法）
②子会社株式及び関連会社株式：移動平均法による原価法
③その他有価証券

　当事業年度より企業会計基準第30号「時価の算定に関する会計基準」を適用しております。
　なお、当会計基準の適用により、当事業年度の計算書類に与える影響はありません。

2. 固定資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産

定額法を採用しております。
(2) 無形固定資産

定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（5年）に基づ
く定額法を採用しております。

3. 引当金の計上基準
(1) 賞与引当金

　従業員に対する賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当事業年度に負担すべき金額を計上しておりま
す。

(2) 役員賞与引当金
　取締役及び執行役に対する賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当事業年度に負担すべき金額を計上
しております。

(3) 退職給付引当金
　従業員の退職給付の支給に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当
事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。
　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算
定式基準によっております。
　数理計算上の差異については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定年数（10年）による定額法に
よりそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしております。

(4) 株式給付引当金
　株式交付規程に基づく従業員及び役員への当社株式の交付等に備えるため、当事業年度末における株式給付債務
の見込額に基づき計上しております。

4.収益の計上基準
(1) 顧客との契約から生じる収益

　当社は、顧客との契約について、下記の５ステップアプローチに基づき、収益を認識しております。
　ステップ１：顧客との契約を識別する
　ステップ２：契約における履行義務を識別する
　ステップ３：取引価格を算定する
　ステップ４：取引価格を契約における履行義務に配分する
　ステップ５：履行義務の充足時に収益を認識する
　当社は、金融商品取引所持株会社として、当社の属する金融商品取引所持株会社グループの経営管理等を行って
おり、収益は主に役務の提供に該当する経営管理料等から構成されております。顧客への役務提供時点において当
社の履行義務が充足されると判断しており、当該時点で収益を認識しております。
　当事業年度より企業会計基準第29号「収益認識に関する会計基準」及び企業会計基準適用指針第30号「収益認識
に関する会計基準の適用指針」を適用しております。
　なお、当会計基準等の適用により、当事業年度の計算書類に与える影響はありません。
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(2) 配当金
　支払いを受ける株主の権利が確定したときに認識しております。

5. その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
(1) 外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建資産・負債は、決算日の為替相場により円換算しております。
(2) 消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
(3) 連結納税制度の適用

　当社は、当事業年度から連結納税制度を適用しております。
(4) 連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用

　当社は、翌事業年度から、連結納税制度からグループ通算制度へ移行することとなります。ただし、「所得税法
等の一部を改正する法律」(令和２年法律第８号)において創設されたグループ通算制度への移行及びグループ通算制
度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが行われた項目については、「連結納税制度からグループ通算制度へ
の移行に係る税効果会計の適用に関する取扱い」（実務対応報告第39号　2020年３月31日）第３項の取扱いによ
り、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号　2018年２月16日）第44項の定め
を適用せず、繰延税金資産及び繰延税金負債の額について、改正前の税法の規定に基づいております。
　なお、翌事業年度の期首から、グループ通算制度を適用する場合における法人税及び地方法人税並びに税効果会
計の会計処理及び開示の取扱いを定めた「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」
（実務対応報告第42号  2021年８月12日）を適用する予定であります。
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関係会社株式 123,784百万円

1. 有形固定資産の減価償却累計額 46百万円

短期金銭債権 6,923百万円
短期金銭債務 394百万円

従業員の金融機関からの住宅取得借入に対する債務保証 854百万円

営業収益 52,724百万円
営業費用 1,376百万円

営業取引以外の取引による取引高 138百万円

普通株式 1,037,782株

Ⅱ．会計上の見積りに関する注記
  会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業年度に係る計算書類に重
要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。

関係会社株式
　1. 当事業年度の計算書類に計上した金額

　2. 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　当社は関係会社株式の評価については、「Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記、1. 資産の評価基準及び評価方
法」によっております。当該評価に関し、投資先の業績が将来の不確実な経済条件の変動等に影響を受けて、実質価額が
著しく下落した場合、評価損が発生する可能性があります。

Ⅲ．貸借対照表に関する注記

2. 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く。）

3. 保証債務

4. 損失補償等
　当社は、清算業務に関して被った損失を補填するための積立金として、違約損失積立金特定資産を資産勘定に計上
しております。

Ⅳ．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

営業取引による取引高

　　※特別損失の関係会社株式評価損は、連結子会社の財政状態等を勘案し計上したものであります。

Ⅴ．株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

       （注）株式付与型ESOP信託口及び役員に対する株式報酬制度に係る信託口が保有する当社株式であります。

Ⅵ．税効果会計に関する注記
繰延税金資産の発生の主な原因は、賞与引当金等であります。
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子会社 （単位：百万円）

種類 会社等の名称
議決権等の

所有（被所有）
割合

関連当事者との関係 取引の内容 取引
金額 科目 期末

残高

子会社

㈱東京証券取引所
（所有）

直接
100.0％

資金の借入
社員の出向
連結納税債権
役員の兼任

資金の借入
（注１） 42,500 関係会社

短期借入金 42,500

出向負担金の支払
（注２） 1,899 未払費用 104

出向負担金の受入
(注３) 773 未収入金 7

連結法人税の
個別帰属額 6,346 未収入金 6,346

㈱大阪取引所
（所有）

直接
100.0％

資金の借入
社員の出向
役員の兼任

資金の借入
（注１） 8,500 関係会社

短期借入金 8,500

出向負担金の支払
（注２） 715 未払費用 10

日本取引所自主規
制法人

（所有）
直接

100.0％
資金の借入 資金の借入

（注１） 4,400 関係会社
短期借入金 4,400

1. 1株当たり純資産額 230円88銭
2. 1株当たり当期純利益 81円90銭

Ⅶ．関連当事者との取引に関する注記

　上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。
取引条件及び取引条件の決定方針等

（注１）資金の借入利率については、市場金利等を勘案して決定しております。
（注２）出向負担金の支払額については、当社への出向者の人件費を勘案して決定しております。
（注３）出向負担金の受入額については、当社からの出向者の人件費を勘案して決定しております。

Ⅷ．1株当たり情報に関する注記

（注）株式付与型ESOP信託口及び役員に対する株式報酬制度に係る信託口が保有する当社株式は、自己株式として処理し
ております。
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